
29 年度実績に関する施策・基本事業評価表 （兼 主要な施策の成果報告書補足資料）

単位

本 19 (19) 19 (19) 19 (19) 20 (20) 20 (20) 19 (19)

本 10 (10) 11 (11) 11 (11) 12 (12) 10 (10) 9 (9)

本 4 (4) 3 (3) 3 (3) 3 (3) 4 (4) 4 (4)

本 3 (3) 3 (3) 3 (3) 3 (3) 4 (4) 4 (4)

本 2 (2) 2 (2) 2 (2) 2 (2) 2 (2) 2 (2)

千円

千円

千円

千円

千円

人

時間

千円

千円

円

人

4,382 4,181 4,111 4,027

30,877 27,668 30,757
Ｇ．事業費　（定義式　：　Ｂ／人口 ）

　同　　上
円 16,256 14,243 13,836 12,150

42,340魚津市の人口（各年度12月末時点） 44,315 44,036 43,555 43,152 42,706
参　　考

１時間あたりの平均人件費 4,399 4,194

効 率 性
指　　標

市民１人あたりにおける施策の
円 25,889 27,567 29,649

524,356

Ｆ．トータルコスト　（Ｂ＋Ｅ） 1,867,659 1,841,157 1,893,987 1,856,694 1,697,971 1,826,618

Ｅ．人件費　（Ｄ×１時間あたりの平均人件費） 720,380 627,213 602,613 524,297 516,383

43,142
Ⅰ．トータルコスト　（定義式　：　Ｆ／人口 ）

12,092 12,384
Ｈ．人件費　（定義式　：　Ｅ／人口 ）

　同　　上
円 42,145 41,810 43,485 43,027 39,760

146

Ｄ．事務事業に要する年間総時間 163,760 149,550 137,520 125,400 125,610 130,210

Ｃ．施策に携わる正規職員数合計 167 165 157 142 140

21,086

基本事業④を構成する事務事業の決算額小計 53,286 56,051 57,789 54,680 53,571 54,308

基本事業③を構成する事務事業の決算額小計 8,981 12,360 8,282 11,045 21,654

105,638 98,598 103,407 73,800 80,731 87,424

基本事業①を構成する事務事業の決算額小計 979,374 1,046,935 1,121,897 1,192,872 1,025,632

1,147,279 1,213,944 1,291,374 1,332,397 1,181,588 1,302,262

基本事業② 弾力的な保育サービスの充実

基本事業③ 子育て支援ネットワークの構築

基本事業④ 子どもの活動の場の充実

施策の成果向
上に向けての

住民と行政との
役割分担や地
域等への期待

など

市　　民
・

事 業 所

・子育てに関する情報やサービスを活用します。
・子育てサロンや支援ネットワークに協力し、地域みんなで子育てを支えます。

行　　政
・子育てに関する情報提供を進めるとともに、ニーズに応じた保育サービス等の実施に努めます。
・子育て施設や支援活動団体と関係機関のネットワーク化を進めます。

そ の 他
（地　　域）

・地域社会全体で子育てを支援します。

28年度実績 29年度実績

Ａ．本施策を構成する事務事業の数

基本事業①を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業②を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業③を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

施策の
トータルコスト

区　　分 24年度実績 25年度実績 26年度実績 27年度実績

基本事業④を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

Ｂ．事業費　（事務事業の事業費合計）

1,139,444

基本事業②を構成する事務事業の決算額小計

主管課名 こども課

関係課名 社会福祉課、健康センター、地域協働課

施策が目指す
すがた

・ニーズに応じた充実した保育施設と、柔軟な保育サービスが利用できます。
・子育て情報や子育て支援のネットワークが充実し、安心して子育てをすることができます。
・子どもが安心して活動できる施設や参加できる活動メニューが整備されています。

平成

基本目標№ 3 基本目標名 健やかで笑顔あふれるまち

施 策 № 22 施 策 名 子育て環境づくりの推進

施策を実行す
るうえで基本と

なる事業

基本事業① 保育園・幼稚園等の充実
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合　　計 1,186,021,000 1,139,444,234 46,576,766

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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77,016 32,984 Ｂ

0

0

こども課

0

一般会計 私立幼稚園運営支援事業 1,354,000 0 1,354,000 Ｂ

一般会計 私立保育所・認定こども園運営支援事業 903,016,000 888,350,774 14,665,226 Ａ こども課

こども課

一般会計 市立保育所保育運営事業 206,396,000 177,800,505 28,595,495 Ａ こども課

一般会計 私立幼稚園就園奨励費交付事業 80,000 0 80,000 -

こども課

予算なし 私立幼稚園保育料軽減事業同時入所第２子保育料無料化 0 0 0 Ｂ こども課

一般会計 幼稚園交流活動事業 110,000

１次評価結果

一般会計 つくし学園管理運営事業 50,620,000 49,970,022 649,978 Ｂ

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

№ 会計名 事務事業名
平成29年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円）

こども課

一般会計 幼稚園維持管理事業 13,242,000 12,399,197 842,803 Ａ こども課

一般会計 私立保育所・認定こども園施設整備補助事業 11,203,000 10,846,720 356,280 Ｂ

社会福祉課

H22年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

1,050 1,050 1,100 1,100

595 352
保育園・幼稚園の育児サロンの延べ利用者数 人 971 505 470

1,050

76.0 76.0 78.0

72.2 75.3

H30年度 H31年度 H32年度
(最終目標年度)

就学前児童が施設に通園する割合 ％ 72.2 76.2 72.2
75.0 75.0

成果指標名 単位

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

基本事業名 ①保育園・幼稚園等の充実

基本事業の目的（意図） 就学前児童が質の高い幼児教育・保育を受けています。

平成29年度における
主な事業内容（活動内容）

【つくし学園管理運営事業】
・つくし学園の指定管理者を魚津市社会福祉協議会とし、障がい児の保育を実施しました。
【私立保育所・認定こども園運営支援事業】
・私立８園（うち認定こども園５園）の保育所等に運営費を交付し、円滑な保育事業の実施に努めました。
【私立保育所・認定こども園施設整備補助事業】
・認定こども園において、防犯対策・厨房等の改修事業に対し、支援しました。
【幼稚園維持管理事業】
・大町幼稚園の維持管理、遠足・運動会等各種行事、健康診断等を実施しました。
【市立保育所運営事業】
・公立８園の保育所の運営を行いました。
・土曜保育において、いつもと違う園のお子さんたちと接することで、社会性が身につくだけでなく、運営経費の削減による保育環境
の充実のため、平成30年４月から開始する土曜拠点保育（拠点園＝道下保育園１園）の実施に向けて、保護者説明会等を開催する
とともに、拠点園での必要な整備を行いました。
・老朽化が著しい住吉保育園の認定こども園化による民設民営化に向けた民間保育連盟、住吉保育園在園児保護者説明会等を実
施し、運営法人の募集を開始しました。

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ①

施 策 № 22 施 策 名 子育て環境づくりの推進
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一般会計 放課後児童健全育成事業 37,710,000 35,596,794 2,113,206 Ｂ こども課

0

0

0

１次評価結果

一般会計 市立保育所特別保育事業 569,000 425,632 143,368 Ｂ

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

№ 会計名 事務事業名
平成29年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円）

こども課

一般会計 病児・病後児保育助成事業 18,188,000 16,861,263 1,326,737 Ａ こども課

一般会計 私立保育所・認定こども園特別保育事業 46,571,000 34,540,030 12,030,970 Ａ

こども課

700

11,000 11,000 11,000

10,099 12,065
延長保育の延べ利用者数 人 1,555 3,154 7,482

8,000

H22年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度
(最終目標年度)

11,000

基本事業の目的（意図） 放課後に児童が安全に過ごせるようになる。子ども同士のふれあいの場ができる。

平成29年度における
主な事業内容（活動内容）

【放課後児童健全育成事業】
・市内の児童センター５館、公民館等６館において実施し、473人の利用がありましたが、施設の老朽化によりこばと児童センター、学
童数の著しい減少・支援員の確保困難により片貝学童保育を平成29年度末に閉じました。
【私立保育所・認定こども園特別保育事業】
・市内の私立保育園・認定こども園において、延長保育、障がい児保育、年度途中入所、一時預かり保育等の様々な保育ニーズに応
じた事業を実施しました。
・延長保育については、平成27年度からの「子ども・子育て支援新制度」の開始に伴い、保育標準時間（最長11時間）・保育短時間
（最長８時間）の区分が設けられたこともあり、平成28年度においても利用者数が増加した。
【病児・病後児保育助成事業】
・市内キッズベアーにおいて、病児・病後児の保育事業を実施するとともに、平成29年度からは、実施施設において保育士と看護師
を各１名増員し、保育中や授業中に具合の悪くなった児童を、緊急に対応できない保護者に代わり、かかりつけ医や病児保育施設に
送迎するサービスを開始しました。

成果指標名 単位

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

700 700 700 700

639 645
病児・病後児保育施設の延べ利用者数 人 715 699 649

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ②

施 策 № 22 施 策 名 子育て環境づくりの推進

基本事業名 ②弾力的な保育サービスの充実
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合　　計 22,340,000 21,085,660 1,254,340
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(2,424,714) (245,286) Ｂ

0

0
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0

一般会計 ファミリー・サポート・センター事業 2,000,000 2,000,000 0 Ａ こども課

0

0

こども課

0

一般会計 子育て支援コーディネーター設置事業(施策20②再掲) (2,670,000)

１次評価結果

一般会計 出産・育児にやさしい企業育成事業 1,000,000 80,000 920,000 Ａ

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

№ 会計名 事務事業名
平成29年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円）

こども課

一般会計 地域子育て支援センター事業 6,188,000 5,853,660 334,340 Ｂ 健康センター

一般会計 地域子育て活動支援事業（地域子育て支援拠点事業） 13,152,000 13,152,000 0 Ｂ

地域協働課

8,000

20,000 23,000 25,000

14,953 15,090
子育て支援センターの延べ利用者数 人 8,359 24,893 12,806

16,000

H22年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度
(最終目標年度)

18,000

基本事業の目的（意図） 保護者が働きながら安心して子育てすることができます。

平成29年度における
主な事業内容（活動内容）

【出産・育児にやさしい企業育成事業】
・イクボス宣言企業等に対し、「ハラスメントセミナー」を実施しました。
・事業所向け出前セミナーを実施しました。その後、イクボス宣言されました。
【ファミリーサポートセンター事業】
・魚津市社会福祉協議会に事業を委託し、子育ての援助を受けたい者と援助を行いたい者との相互援助活動に関する連絡・調整を
行いました。（調整件数（アドバイザーによるコーディネート等）104件、実施件数17件）
【地域子育て支援センター事業】
・魚津市子育て支援センター「のびのび」及びかづみ認定こども園内の子育て支援センター「にこにこ」にて、毎日、未就園児を対象に
子育て親子の交流の場を提供し、交流の促進を行いました。
・電話や面接などで育児相談を行うとともに、子育てに関する講座や教室を実施しました。
・機関紙「おっぱい」や「のびのび通信」を発行し、子育て情報を提供しました。
【子育て支援コーディネーター設置事業】（再掲）
・教育保育施設や地域子育て支援事業等の利用にあたっての情報収集・提供、相談、助言等を行いました。
・子育て支援関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づくりを行いました。
【その他】
・子育て応援アプリ「育ナビうおづ」を開設し、平成29年度末までに419名の方に登録いただき、適時子育て等に関する情報を積極的
に発信しました。

成果指標名 単位

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

8,500 9,000 9,500 10,000

4,268 7,536
子育てポータルサイトへのアクセス件数 件 4,220 5,046 4,628

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ③

施 策 № 22 施 策 名 子育て環境づくりの推進

基本事業名 ③子育て支援ネットワークの構築

0

0

0
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一般会計 児童センター運営事業 53,969,000 53,863,621 105,379 Ｂ こども課

0

0

0

１次評価結果

一般会計 ちびっこ広場管理運営事業 657,000 444,524 212,476 Ｃ

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

№ 会計名 事務事業名
平成29年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円）

0

0

こども課

目標値（上段）及び実績値（下段）

33.0 34.0 34.0

35.5 31.7

小学生の児童センター利用回数
（延べ回数／市内小学生数）

回 29.7 27.5 29.6
32.0

基本事業名 ④子どもの活動の場の充実

H22年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度
(最終目標年度)

33.0

基本事業の目的（意図） 子どもたちの成長に応じて活動し、健やかに育つ場が確保されています。

平成29年度における
主な事業内容（活動内容）

【ちびっ子広場管理事業】
・市内33か所のちびっこ広場の管理運営を行うとともに、老朽化して危険な遊具の一部を撤去しました。
【児童センター運営事業】
・魚津市社会福祉協議会を指定管理者とし、児童センター（こばと他４館）の運営を実施しました。
・施設の老朽化に伴い、平成29年度末でこばと児童センターは閉館しました。

成果指標名 単位

実績値

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ④

施 策 № 22 施 策 名 子育て環境づくりの推進
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　（前年度末で残った課題、既に現年度で取り組んでいること、又は取り組むこととしている予定を記述）

【①保育園・幼稚園等の充実】
◆平成27年４月からスタートした「子ども・子育て支援新制度」では、認定こども園の普及を図ることとしており、市内私立保育園５園が平成28年４月か
ら、認定こども園へ移行しています。また、少子化の状況を踏まえ、平成30年度には土曜保育の1園での拠点化の開始、市立住吉保育園の民設民営
化に向けた運営法人の選定・覚書の締結等を進めます。
◆多様な保育ニーズに対応するための保育士確保が大変困難であるため、臨時保育士等のさらなる処遇改善を図るとともに、公立保育園における
土曜保育の拠点化等に向けた取組を進めます。
◆子育て世帯の経済的負担軽減を図るため、平成29年度から実施した同時入所第２子保育料無料化を継続します。
◆つくし学園に関しては、指定管理者である魚津市社会福祉協議会と協力して児童発達支援センターとしての機能向上に努めます。また、施設の老
朽化が進んでいることから、施設のあり方に関する検討を引き続き行います。

【②弾力的な保育サービスの充実】
◆放課後児童クラブは、児童センターでの利用者が多く、定員を超えた状況が続いており、児童の安全確保を図りつつ、実施場所の拡大に引き続き
取り組みます。
◆平成29年度から開始した病児・病後児保育の送迎対応については、利用は１件でしたが、看護師・保育士の増員により、受入できる児童数が増え
ました。

【③子育て支援ネットワークの構築】
◆支援が必要な子どもや家庭が増える状況にあり、子育て支援コーディネーターの増員を図るとともに、こども課、健康センター、子育て支援センター
など各機関がさらに連携して、妊娠期から子育て期にかかる切れ目のない、継続した支援を行います。
◆子育て世代の若者が働きやすい環境を推進していくために、関係機関と連携して「イクボス」の育成に努めていきます。

【④子どもの活動の場の充実】
◆児童センターの指定管理者である（福）魚津市社会福祉協議会と連携し、活動内容のPR、魅力ある遊びのプログラムや行事の企画など利用者増
に向けた取り組みを進めていきます。
◆ちびっ子広場については、利用者の減少が著しく、遊具等の老朽化も顕著であるため、都市計画課等関係課と連携し、中長期的に将来の広場のあ
り方を検討していきます。

　（成果水準が、ここ数年の間どのように推移しているか、近隣他市と比較してどうか、住民期待水準と比較してどうかなどを記述）

【①保育園・幼稚園等の充実】
◆つくし学園の通園児数は、他市町からの受入れもあわせて、平成29年度21人で前年度より８人増えました。（平成28年度13人、27年度15人、26年
度16人、25年度19人）
◆少子化傾向が続く中にあっても、保育園では０、１、２歳児の入園者が増える傾向にあります。また、私立保育園・認定こども園を中心に年度途中の
入所等の要望に対して、柔軟に対応しています。
◆市立保育園・幼稚園の園舎・遊具等老朽化が著しく、修繕費等が年々増加傾向にあります。
◆全国的に公立保育園の民営化が進んでいます。また、土曜拠点保育については、県内では立山町、上市町で実施しています。

【②弾力的な保育サービスの充実】
◆放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の利用希望者は、特に児童センターで多く、定員を超えて推移しています。
◆病児・病後児保育助成事業については、平成29年度から実施施設において看護師・保育士等の増員による送迎対応を開始したこともあり、利用は
少々増加しています。

【③子育て支援ネットワークの構築】
◆健康センター・かづみ認定こども園で実施している子育て支援センター事業は、乳幼児を持つ保護者の相談に応じたり保護者同士の交流の場とし
て、実施しています。
◆多様化する子育て等ニーズや子どもの貧困支援等に応えた子育て相談体制が求められています。

【④子どもの活動の場の充実】
◆ちびっ子広場において、少子化により利用する子どもたちが著しく減少している一方で、遊具の老朽化・設置基準の厳格化により、修繕・撤去費が
年々増加しています。
◆児童センターの利用回数については、年度によってバラつきがあるものの、ほぼ横ばいとなっています。

２．施策の成果実績に結びついている主な取り組み（事務事業）の総括

　（平成29年度において、施策及び基本事業の成果向上に貢献した主な事務事業の取組み内容を中心に記述）

【①保育園・幼稚園等の充実】
＜市立保育所保育運営事業、私立保育所・認定こども園運営支援事業＞
◆適正な執行を行うことを通じて、子どもの健やかな成長に努めました。
◆土曜拠点保育については、県内では立山町、上市町の一部で実施していましたが、平成30年４月開始の公立保育園全園を拠点園１園での実施に
向けた様々な対応を行いました。
◆住吉保育園の民営化について、県内でも公立保育園の民営化が進んでいますが、当市は民設民営化による整備のための民間保育連盟との協
議、住吉保育園保護者への説明等様々な対応を進めました。
＜子ども・子育て支援事業計画推進事業＞
◆支援事業計画に基づき子どもの健やかな育ちと保護者の子育てを社会全体で支援する環境整備を推進するとともに、「魚津市子ども・子育て会議」
において推進状況を検証・協議しました。
◆子どもの貧困支援のための児童・保護者・関係機関等の状況を把握し、魚津市子どもの未来応援計画を策定しました。

【②弾力的な保育サービスの充実】
＜私立保育所・認定こども園特別保育事業、放課後児童健全育成事業＞
◆一時預かりや延長保育など保護者の多様なニーズに柔軟に対応し、働きながら安心して子育てできる体制づくりに努めました。放課後児童健全育
成事業（放課後児童クラブ）は、保護者の要望にできるだけ応えるよう受け入れを図りました。
◆施設の老朽化等によりこばと児童センターを、少子化・支援員の確保困難により片貝公民館で実施してきた放課後児童クラブを平成29年度末に廃
止しました。

【③子育て支援ネットワークの構築】
＜地域子育て支援センター事業＞
◆こども課、健康センター、子育て支援センター、保育所・幼稚園などの各機関が連携して、支援が必要な子どもと家庭について、継続的な情報交換
と連携した対応を行いました。また、平成28年10月から開始している、子育て世代包括支援センター業務との連携により、相談対応の充実を図りまし
た。
＜出産・育児にやさしい企業育成事業＞
◆仕事と子育ての両立に積極的に取り組む企業を奨励し、子育て世代の若者が働きやすい企業の育成とワーク・ライフ・バランス推進の啓発を図りま
した。

【④子どもの活動の場の充実】
＜児童センター運営事業＞
◆充実した施設である児童センターを活用して、地域の子育て支援事業や放課後児童クラブなどを実施しました。

施 策 № 22 施 策 名 子育て環境づくりの推進

平成29年度の
評価結果（基本
事業の成果を
考慮し記載）

１．施策（基本事業）の成果水準とその背景

３．施策の課題認識及び取り組み状況

6 / 7 ページ



部会評価
（協議結果、今
後の方針及び
課題等につい

て記載）

◆低年齢児からの保育ニーズの増加や延長保育、年度途中入所、一時預かり保育などの多様な保育ニーズに対応するため、少子化・施設の老朽化
を見据え、地域における子育て支援サービスの充実に努めながら、公立保育園の統廃合・民間活力の活用などによる適正配置を進めるとともに、保
育サービスの充実を図ること。
◆放課後児童クラブ(学童保育)については、児童1人当たりの面積基準の確保、小学６年生までの希望者の受入れに向けた取り組みを、小学校の統
廃合も見据え、旧村木小学校での放課後児童クラブの増設、星の杜小学校区における学童保育のあり方など引き続き保護者等の意向を確認しなが
ら、適切に進めていくこと。
◆子育てしやすい環境の整備に向けて、子育て支援センター・児童センター等での子育て活動の支援等はもとより、関係課等と連携して取り組みを進
めること。

施策の方針
（今後の事務の
取組みの参考）

◆多様な保育ニーズに対応するため、民間活力の活用に取り組み、保育サービスの拡充を図るとともに、保育園等の規模適正化に向けて検討を行
います。
◆小学校統廃合・現在の利用状況を見据えながら、放課後児童クラブ（学童保育）への希望者の適正な受入れに努めます。
◆子育てしやすい環境の整備に向けて、子育て支援センター・児童センター等での子育て活動の支援について、関係課等と連携・相談体制を強化し
ながら取組みを進めます。
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